
○ 流 通 関 係  

・ 医 薬 品 の 通 信 販 売 に お け る 品 目 拡 大 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 3 8  

・ 医 薬 品 の カ タ ロ グ 販 売 に 反 対 す る ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 4 0  

・ 一 般 小 売 店 に お け る 医 薬 品 販 売 の 規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 4 2  

・ 一 般 小 売 店 に お け る 医 薬 品 販 売 に 反 対 す る ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 4 4  

・ 比 較 的 緩 和 な 大 衆 薬 の 医 薬 部 外 品 と し て の 解 禁 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 4 5  

・ 新 た な 医 薬 品 分 類 に 基 づ く 薬 剤 師 配 置 義 務 の 在 り 方 の 見 直 し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 4 6  

・ 医 薬 品 一 般 販 売 業 に お け る 医 薬 品 販 売 の 規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 4 7  

・ 医 薬 品 卸 売 一 般 販 売 業 の 許 可 取 得 等 に 関 す る 規 制 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 4 9  

・ 医 薬 品 等 に 関 す る 広 告 規 制 の 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 5 0  

・ 医 療 機 器 ・ 医 薬 品 の 薬 事 規 制 改 革 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 5 1  

・ 医 薬 品 へ の 販 売 承 認 制 度 の 導 入 （ 市 販 後 調 査 業 務 の 責 任 分 担 の 見 直 し ） ・ ・ ・  2 5 3  

・ 化 粧 品 へ の 販 売 承 認 制 度 の 導 入 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 5 4  

・ 医 療 用 具 の 賃 貸 業 届 出 に つ い て （ 薬 事 法 に お け る 「 賃 貸 業 」 の 定 義 の  

周 知 徹 底 ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 5 5  

・ 外 国 製 の 医 薬 品 、 医 療 材 料 の 輸 入 に つ い て ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 5 6  

・ 使 い 捨 て コ ン タ ク ト レ ン ズ の 個 人 輸 入 範 囲 の 拡 大 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 5 7  

・ 食 品 衛 生 法 に お け る 許 可 申 請 手 続 の 適 正 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 5 8  

・ 食 品 衛 生 法 に お け る 営 業 許 可 基 準 （ 施 設 基 準 ） の 合 理 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 5 9  

・ 店 舗 の 間 仕 切 り 取 付 け の 義 務 付 け の 全 国 標 準 化 ・ 早 期 撤 廃 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 6 0  

・ 大 型 小 売 店 舗 に お け る 食 品 営 業 許 可 の 集 約 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 6 1  

・ 食 品 営 業 許 可 関 連 の 申 請 書 ・ 届 出 書 様 式 の 統 一 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 6 3  

・ 食 品 表 示 の 統 一 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 6 4  

・ 栄 養 補 助 食 品 の 自 由 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 6 5  

・ 調 理 師 就 業 届 出 制 度 の 廃 止 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 6 6  

・ 地 方 自 治 体 に よ る 上 下 水 道 の 指 定 業 者 制 度 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・  2 6 7  

 

○ 運 輸 関 係  



・ マ ニ ラ 港 出 港 船 に 対 す る 無 線 検 疫 の 実 施 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 6 8  

・ 船 員 保 険 の 被 保 険 者 資 格 の 見 直 し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 6 9  

 

○ 危 険 物 ・ 保 安 関 係  

・ 保 安 四 法 の 国 際 整 合 化 及 び よ り 一 層 の 合 理 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 7 0  

・ 複 数 の 保 安 法 令 に よ る 重 複 規 制 の 排 除 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 7 1  

・ 保 安 四 法 の 性 能 規 定 化 の 促 進 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 7 2  

・ ボ イ ラ ー 及 び 第 １ 種 圧 力 容 器 な ど の 認 定 に お け る 裁 量 行 政 の 排 除 ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 7 3  

・ 各 法 認 定 制 度 の 整 合 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 7 4  

・ 各 法 認 定 制 度 の 合 理 化 及 び 見 直 し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 7 5  

・ 各 法 認 定 制 度 に お け る 自 主 検 査 の 導 入 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 7 6  

・ ボ イ ラ ー 圧 力 容 器 の 認 定 の 申 請 要 件 に つ い て ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 7 7  

・ ボ イ ラ ー 圧 力 容 器 の 運 転 時 検 査 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 7 8  

・ 事 務 所 の 作 業 環 境 測 定 の 簡 素 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 7 9  

・ ボ イ ラ ー 等 の 性 能 検 査 の 検 査 周 期 の 延 長 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 8 0  

・ 遠 隔 制 御 方 式 の ボ イ ラ ー に 関 す る 日 常 点 検 の 合 理 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 8 1  

・ ク レ ー ン の 性 能 検 査 期 間 の 延 長 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 8 2  

・ 試 験 研 究 機 関 に お け る 高 圧 ガ ス 整 備 、 第 １ 種 圧 力 容 器 及 び ク レ ー ン の 自 主  

検 査 期 間 の 延 長 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 8 3  

・ 最 高 水 頭 圧 2 0ｍ 以 下 の 小 型 ボ イ ラ ー 規 制 の 見 直 し （ 個 別 検 定 方 式 及 び 検 定  

代 行 機 関 参 入 条 件 の 見 直 し 、 二 重 規 制 の 見 直 し ） ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 8 4  

・ フ ォ ー ク リ フ ト 、 ス タ ッ カ ー ク レ ー ン の 検 査 周 期 の 延 長 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 8 5  

・ ボ イ ラ ー 及 び 圧 力 容 器 安 全 規 則 の 解 釈 の 齟 齬 是 正 と 例 示 基 準 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 8 6  

・ 設 計 ・ 補 修 ・ 検 査 基 準 の 国 際 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 8 7  

・ 民 間 検 査 機 関 の 指 定 基 準 の 整 合 化 と 透 明 性 の 確 保 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 8 8  

・ ク レ ー ン の 製 造 許 可 基 準 の 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・  2 8 9  

・ レ ー ザ ー 製 品 で セ ン サ ー に 使 わ れ て い る ク ラ ス 分 類 の 簡 素 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 9 0  

・ ク レ ー ン の 隙 間 に 関 す る 規 制 と Ｊ Ｉ Ｓ の 整 合 性 確 保 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 9 1  



・ 各 種 申 請 手 数 料 の 納 付 方 法 の 改 善 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 9 2  

・ 特 級 ボ イ ラ ー 技 士 免 許 試 験 の 受 験 資 格 の 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 9 3  

・ 無 線 操 作 式 ク レ ー ン 運 転 業 務 就 業 制 限 の 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 9 4  

・ 作 業 環 境 測 定 を 行 う べ き 作 業 場 に お け る 測 定 頻 度 の 合 理 化 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 9 5  

・ 溶 接 方 法 に 関 す る 各 種 法 令 の 整 合 性 確 保 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 9 6  

・ 労 働 安 全 衛 生 法 に 基 づ く 計 画 の 届 出 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 9 7  

・ 作 業 主 任 者 の 掲 示 場 所 の 見 直 し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 9 8  

・ 第 一 種 圧 力 容 器 整 備 を 行 う 者 の 資 格 の 緩 和 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  2 9 9  

・ ボ イ ラ ー 又 は 第 １ 種 圧 力 容 器 の 整 備 に 関 す る 就 業 制 限 の 見 直 し ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 0 0  

・ 機 械 類 の 型 式 認 証 要 件 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 0 1  

・ 危 険 性 物 質 輸 送 時 の ２ 人 乗 車 規 制 の 撤 廃 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 0 2  

 

○ そ の 他  

・ 官 公 庁 の 行 う 統 計 調 査 の 見 直 し 等 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・  3 0 3  



                               【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 チェーンストア協会 

③項  目 医薬品の通信販売における品目拡大 

④意見・要望等

の内容 

 

医薬品の通信販売における品目拡大 

⑤関 係 法 令 薬事法第２４条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

医薬品をカタログ等により販売することについては、安全性確保のための要件を課した

上で、限定された医薬品に限って認めているところであり、具体的には、薬局開設者、医

薬品の一般販売業者等店舗により医薬品の販売又は授与を行う者が、胃腸薬、痔疾用薬、

浣腸薬、歯痛・歯槽膿漏薬等をカタログ等により販売することを認めている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

規制改革推進３か年計画（平成１３年３月３０日閣議決定）【Ⅲ８イ① 医薬品のカタロ

グ販売における範囲の見直し】 

近年のインターネットによる取引の急速な発展にかんがみ、カタログ販売の可能な医薬

品の範囲を拡大することにより消費者利便の向上を図る観点から、現時点において薬局等

で販売されている医薬品について、カタログ販売が可能な医薬品の範囲に追加できるもの

があるか否かについて、これまでの基準に従い、改めて検討する。（平成１３年度：検討） 

 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）   



（説明）  

 カタログ販売を可能としている医薬品の範囲については、 

① 容器又は被包が破損しやすいものではなく、 

② 経時変化が起こりにくく、 

③ 副作用のおそれが少ないものであり、 

カタログ販売であっても、薬剤師等の専門知識を有する者の指導に基づいたうえで、服用されるのであれば、

安全性からみて比較的問題が少ないものである。 

一方、カタログ販売が認められていない医薬品については 

① 過量使用による有害作用の発生、 

② 他の医薬品等との併用による相互作用の発生、 

 ③ 患者の体調等による副作用の発生 

等の問題があることから、薬剤師等による積極的な情報提供が求められるものである。 

したがって、カタログ販売が可能な医薬品の範囲に関するこれまでの基準を見直す考えはないが、この基

準に従い、カタログ販売が可能な医薬品の範囲に追加できるものがあるか否かについて、改めて検討するこ

ととしている。 

⑩担当局課室等名 医薬局総務課、監視指導・麻薬対策課 

 



                               【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 日本労働組合総連合会 

③項  目 医薬品のカタログ販売に反対する 

④意見・要望等

の内容 

 

薬局等での医薬品販売は対面販売が原則であり、医薬品の安全性確保、副作用の危険性、

責任の所在などから、カタログ販売は行うべきではない。 

⑤関 係 法 令 薬事法第２４条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

医薬品をカタログ等により販売することについては、安全性確保のための要件を課した

上で、限定された医薬品に限って認めているところであり、具体的には、薬局開設者、医

薬品の一般販売業者等店舗により医薬品の販売又は授与を行う者が、胃腸薬、痔疾用薬、

浣腸薬、歯痛・歯槽膿漏薬等をカタログ等により販売することを認めている。 

 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

規制改革推進３か年計画（平成１３年３月３０日閣議決定）【Ⅲ８イ① 医薬品のカタロ

グ販売における範囲の見直し】 

近年のインターネットによる取引の急速な発展にかんがみ、カタログ販売の可能な医薬

品の範囲を拡大することにより消費者利便の向上を図る観点から、現時点において薬局等

で販売されている医薬品について、カタログ販売が可能な医薬品の範囲に追加できるもの

があるか否かについて、これまでの基準に従い、改めて検討する。（平成１３年度：検討） 

 

 

 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

（実施（予定）時期：       ）   



（説明）  

 医薬品の販売にあたっては、薬剤師等の専門知識を有する者によって十分な情報提供を行うことのできる

対面での販売を原則としているところであるが、一定の範囲の医薬品については、連絡先の明記等安全対策

のための要件を課した上でカタログによる販売を認めているところである。 

カタログ販売を可能としている医薬品の範囲については、 

① 器又は被包が破損しやすいものではなく、 

② 経時変化が起こりにくく、 

③ 副作用のおそれが少ないものであり、 

カタログ販売であっても、薬剤師等の専門知識を有する者の指導に基づいたうえで、服用されるのであれば、

安全性からみて比較的問題が少ないものである。 

一方、カタログ販売が認められていない医薬品については 

① 過量使用による有害作用の発生、 

② 他の医薬品等との併用による相互作用の発生、 

 ③ 患者の体調等による副作用の発生 

等の問題があることから、薬剤師等による積極的な情報提供が求められるものである。 

したがって、カタログ販売が可能な医薬品の範囲に関するこれまでの基準を見直す考えはないが、この基

準に従い、カタログ販売が可能な医薬品の範囲に追加できるものがあるか否かについて、改めて検討するこ

ととしている。 

⑩担当局課室等名 医薬局総務課、監視指導・麻薬対策課 

 



                               【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 経済団体連合会、チェーンストア協

会 

③項  目 一般小売店における医薬品販売の規制緩和 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

（１）特例販売業や配置販売業において、薬剤師の関与なしに販売が認められている医薬

品のうち、医薬品に対する知識のない者が扱っても保健衛生上、比較的危険のない作

用が緩和な医薬品（目薬、整腸薬、健胃薬、作用の緩やかなかぜ薬、解熱鎮痛剤、乗

り物酔い薬、歯磨き、噴霧式殺虫剤等）について、範囲を限定して一般小売店での販

売を可能とする。 

（２）全てのドリンク剤、ビタミン剤について一般小売店での販売を可能とする。 

⑤関 係 法 令 薬事法第２４条、第３０条、第３５条、 

第７７条の３ 

⑥共管 なし 

 

⑦制度の概要 

 

医薬品を販売するには、店舗ごとに都道府県知事等の許可が必要とされている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

規制改革推進３か年計画（平成１３年３月３０日閣議決定）【Ⅲ８イ② 医薬品販売にお

ける範囲の見直し】 

医薬品の範囲について、平成１１年３月３１日に行った１５製品群の医薬部外品への移

行の実施状況を踏まえつつ、一般小売店でも販売可能とするための見直しを必要に応じ引

き続き行う。（平成１３年度～平成１５年度：実施状況を踏まえつつ、必要に応じ見直し

を実施） 

⑨対応の状況 （１） 

□ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）   

（２） 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

 



（説明）  

（１）医薬品のカテゴリーの見直しについては、中央薬事審議会に設置した医薬品販売規制特別部会におい

て、議論を進め、平成１０年３月に、「ビタミン含有保健剤、健胃清涼剤、外皮消毒剤等の１５製品群

については現行の医薬品のカテゴリーから医薬部外品のカテゴリーに移行可能」との結論が出された。 

このような中央薬事審議会における医学的・薬学的観点からの十分な審議結果を踏まえ、平成１１年

３月に、１５製品群について移行を実施したばかりであり、現時点において、安全性等の面から見てた

だちに医薬部外品への移行の検討対象となりうるものがあるとは把握していないが、必要に応じ見直し

を実施することとしている。 

なお、特例販売業とは、薬局や医薬品販売業の普及が十分でない場合、その他特に必要がある場合に

特例的に認められる医薬品販売業である。配置販売業とは必要な知識・経験を有する者が限られた品目

について、配置の方法により販売を行う医薬品販売業である。また、先進国においても、概ね、日本と

類似した医薬品の販売制度となっている。 

いくつかの殺虫剤については、適正な使用方法に沿って使用しなければ誤用を生じやすいため、医薬

品として規制をしているところである。 

 

（２）いわゆるドリンク剤又はビタミン剤であっても、それらのうち医薬品であるものを販売するには、他

の医薬品と同様、店舗ごとに都道府県知事等の許可が必要である。 

⑩担当局課室等名 医薬局総務課 

 



                               【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 個人 

③項  目 一般小売店における医薬品販売に反対する 

④意見・要望等

の内容 

 

市販薬は安全であると言われているが、医療用医薬品と同じ成分を含むものや重篤な副

作用が知られているものもあり、また無資格者の販売による副作用が起きている。規制改

革は安全を保った上での改革であり、場合によっては規制を強化すべきである。 

⑤関 係 法 令 薬事法第２４条、第７７条の３ ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

医薬品を販売するには、店舗ごとに都道府県知事等の許可が必要とされている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

規制改革推進３か年計画（平成１３年３月３０日閣議決定）【Ⅲ８イ② 医薬品販売にお

ける範囲の見直し】 

医薬品の範囲について、平成１１年３月３１日に行った１５製品群の医薬部外品への移

行の実施状況を踏まえつつ、一般小売店でも販売可能とするための見直しを必要に応じ引

き続き行う。（平成１３年度～平成１５年度：実施状況を踏まえつつ、必要に応じ見直し

を実施） 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）   

 

（説明）  

医薬品は、過量使用による有害作用や他の医薬品等との併用による相互作用等のおそれがあり、専門知識

を有する薬剤師等の関与のもとで使用されるべきである。 

なお、医薬品のうち人体に対する作用が緩和で専門知識を有する薬剤師等の情報提供を要しないと認めら

れるものについては、中央薬事審議会における医学的・薬学的観点からの十分な審議結果を踏まえ、平成１

１年３月に、ビタミン含有保健剤、健胃清涼剤、外皮消毒剤等１５製品群の医薬部外品への移行を実施した

ところである。 

⑩担当局課室等名 医薬局総務課 

 



            【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 日本フランチャイズチェーン協会 

③項  目 比較的緩和な大衆薬の医薬部外品としての解禁 

④意見・要望等

の内容 

 

解熱剤、風邪薬、その他のニーズのある大衆薬の成分効果の比較的穏やかなものについ

て、医薬部外品として解禁すること。 

⑤関 係 法 令 薬事法第２４条、第７７条の３ ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

医薬品を販売するには、店舗ごとに都道府県知事等の許可が必要とされている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

規制改革推進３か年計画（平成１３年３月３０日閣議決定）【Ⅲ８イ② 医薬品販売にお

ける範囲の見直し】 

医薬品の範囲について、平成１１年３月３１日に行った１５製品群の医薬部外品への移

行の実施状況を踏まえつつ、一般小売店でも販売可能とするための見直しを必要に応じ引

き続き行う。（平成１３年度～平成１５年度：実施状況を踏まえつつ、必要に応じ見直し

を実施） 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）   

（説明）  

医薬品のカテゴリーの見直しについては、中央薬事審議会に設置した医薬品販売規制特別部会において、

議論を進め、平成１０年３月に、「ビタミン含有保健剤、健胃清涼剤、外皮消毒剤等の１５製品群について

は現行の医薬品のカテゴリーから医薬部外品のカテゴリーに移行可能」との結論が出された。 

このような中央薬事審議会における医学的・薬学的観点からの十分な審議結果を踏まえ、平成１１年３月

に、１５製品群について移行を実施したばかりであり、現時点において、安全性等の面から見てただちに医

薬部外品への移行の検討対象となりうるものがあるとは把握していないが、必要に応じ見直しを実施するこ

ととしている。 

また、先進国においても、概ね、日本と類似した医薬品の販売制度となっている。 

 

⑩担当局課室等名 医薬局総務課 

 

 



                               【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項  目 新たな医薬品分類に基づく薬剤師配置義務の在り方の見直し 

④意見・要望等

の内容 

 

医薬品を、「副作用の可能性のある薬剤師が説明し販売する」医薬品と「薬剤師の説明

を要しない」医薬品とに新たに分類し、医薬品一般販売業における薬剤師配置義務の在り

方を見直す。 

⑤関 係 法 令 薬事法第２６条、第２７条、第７７条の３ 

薬局及び一般販売業の薬剤師の員数 を定

める省令 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

医薬品の販売にあたっては、薬事法上、医薬品の一般販売業において、①薬剤師を常時

配置する、②これらの薬剤師のうち１名を管理薬剤師とし、他の医薬品の一般販売業等と

の兼務を原則禁止することとしている。また、医薬品の販売業者等は、医薬品を一般に購

入し又は使用する者に対し、医薬品の適正な使用のために必要な情報を提供するよう努め

なければならないこととされている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）   

 

（説明）  

薬局の開設者又は医薬品の販売業者は、医薬品を一般に購入し又は使用する者に対し医薬品の適正使用に

必要な情報を提供するよう努めなければならないこととされている。 

なお、医薬品のうち人体に対する作用が緩和で薬剤師等の専門知識を有する者による情報提供を要しない

と認められるものについては、中央薬事審議会における医学的・薬学的観点からの十分な審議結果を踏まえ、

平成１１年３月に、ビタミン含有保健剤、健胃清涼剤、外皮消毒剤等１５製品群の医薬部外品への移行を実

施したところである。 

⑩担当局課室等名 医薬局総務課 

 



                    【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 チェーンストア協会、経済団体連合

会 

③項  目 医薬品一般販売業における医薬品販売の規制緩和 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

（１） 一般販売業における管理薬剤師の常時配置義務を緩和すること 

（２）近年発達著しい情報通信技術を活用した薬剤師による服薬指導を認めること 

 

 

 

⑤関 係 法 令 薬事法第２６条、第２７条 

薬局及び一般販売業の薬剤師の員数を定

める省令 

⑥共管  

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

医薬品の販売に当たっては、薬事法上、薬局及び一般販売業において、①薬剤師を常時

配置する、②これらの薬剤師のうち１名を管理薬剤師とし、他の薬局等との兼務を原則禁

止する、こととしている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

規制改革推進３か年計画（平成１３年３月３０日閣議決定） 

【Ⅲ８イ④薬局等における薬剤師の配置義務の総合的検討】 

薬局等における医薬品の販売の実態について調査分析し、そのデータを公表した上、薬

事法上の薬剤師の配置義務と実態とが乖離している場合にはその改善のためどのような

措置を講ずるべきか、必要な対策を総合的に検討して所要の措置を講じる。（平成１３

年度～平成１５年度：各年の調査結果に基づき、必要に応じて検討） 

【Ⅲ８イ⑤管理薬剤師の兼務規制の見直し】 

  薬局等における管理薬剤師の兼務規制の在り方については、勤務の実態、双方向通信

等新しい技術の活用状況等を踏まえ、見直しを検討して所要の措置を講ずる。（平成１

３年度～平成１５年度：状況を踏まえつつ、必要に応じて検討） 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    



（説明）  

（１）薬剤師の配置については、 

① 医薬品は、過量使用による有害作用や他の医薬品等との併用による相互作用等のおそれがあるため、

専門知識を有する薬剤師による十分な情報提供が必要であること 

② 安全性情報の公表や、添付文書の改訂等の市販後の安全対策の実施に当たっても、常時、薬局等から

収集した副作用情報を評価・分析することなどから、薬剤師の役割は極めて重要であること 

等から、営業時間中の薬剤師必置義務を改めることは困難であり、薬剤師の適正な配置がなされるよう、

引き続き、都道府県との連携を図り、指導していくこととしている。 

また、管理薬剤師の兼務規制については、 

① 他店舗との兼務を認めた場合、服薬指導等の義務、毒劇薬、要指示薬等の規制医薬品の販売管理等の

管理業務等が不十分となる危険性があること 

② 兼務規制の緩和は必ずしも経営の合理化等につながらないこと 

との指摘があることから、関係各方面との意見交換を行い、状況を踏まえつつ、必要に応じ検討すること

としている。 

 

（２）情報通信技術を活用した薬剤師による服薬指導については、それらの技術の活用状況等を踏まえ、必

要に応じて検討していく。 

 

⑩担当局課室等名 医薬局総務課 

 



                                 【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 チェーンストア協会、経済団体連合

会 

③項  目 医薬品卸売一般販売業の許可取得等に関する規制緩和 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

医薬品を保管、仕分けをする倉庫あるいはグループ各社店舗に配送するため、医薬品を

一括仕入れする中継配送センターに関しては、薬剤師の配置や試験室の設置を不要とすべ

きである。 

⑤関 係 法 令 薬事法第２４条、第２６条、 

第２７条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 業として、医薬品を販売し、授与し、又は販売若しくは授与の目的で貯蔵し、若しくは

陳列することは、原則として薬局開設者又は医薬品の販売業の許可を受けた者に限られる。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

医薬品を一括仕入れする中継配送センターについても、医薬品の保管から譲渡に及ぶ行為を行うものであ

れば、薬事法上の医薬品の販売業の許可が必要であるが、卸売一般販売業については、医薬品の適正な使用

を確保するために、製造業者や医療機関に対して、副作用等の情報提供等を迅速かつ適切に行い、また、医

薬品の品質が損なわれないように医薬品を適正に管理することが必要である。 

このため、上記業務を行うために必要な知識を有する薬剤師が業務を実地に管理していることに加え、医

薬品を管理する上で必要な構造設備を有しているかどうか等の確認を事前に行った上で許可を与えている

ところであり、これを緩和することは困難である。 

⑩担当局課室等名 医薬局総務課 

 



                                【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 経済団体連合会、米国 

③項  目 医薬品等に関する広告規制の緩和 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 虚偽広告、誇大広告等に関する取締りの強化や第三者的な評価機能の充実を図りつつ、

医薬品等（特に医療用医薬品）に関する広告規制を緩和すべきである。 

 

⑤関 係 法 令 薬事法第６７条 

医薬品等適正広告基準 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 薬事法第６７条並びに医薬品等適正広告基準に基づき、医療用医薬品の広告について、

医薬関係者以外の一般人を対象とする広告を制限している。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

１．医療用医薬品は、医師の専門的な判断に基づき処方等が行われるものであり、重篤な副作用の発現する

場合もあることから、その使用については医師の指導等のもとに適正に行われるべきものである。このよ

うな観点から医療用医薬品については、その広告対象を医療関係者に限るとの制限を設けているところで

ある。 

 

２．しかしながら、医療用医薬品の情報に関するニーズの高まり等を受け、公的機関（医薬品機構）のホー

ムページによる医薬品安全性情報提供システムを平成１１年５月から開始し、企業が作成した医療用医薬

品の添付文書情報を一元的に掲載して情報提供に努めているところである。 

 

⑩担当局課室等名 医薬局監視指導・麻薬対策課 

                             



                               【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 米国 

③項  目 医療機器・医薬品の薬事規制改革  

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

薬事法改定、特に製造工程・品質管理の要件に関する改定が製造業者の提出負担を招か

ないようにまた、技術的・非技術的な貿易障壁とならないようにし、規制の具体的改善と

なることを確保する。米国政府は、そのような改定が一般的な国際基準に沿ったものであ

り、すべての関係者が提案された改定に対して意見を述べたり、新たな代替案の提案をす

る「意味のある機会」が与えられ、それらが「真剣に検討」されることを強く求める（例

えば、製造所が品質管理の要件を遵守していることを ISO13485 に準拠していることを評価

する監査により確認されれば現在のＧＭＰＩの要件を免除する。）。 

⑤関 係 法 令 薬事法第２３条 

医薬品及び医薬部外品の輸入販売管理及

び品質管理規則（医薬品等ＧＭＰＩ）、 

医療用具の輸入販売管理及び品質管理規

則（医療用具ＧＭＰＩ）  

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

医薬品及び医薬部外品、医療用具については、国内で製造される医薬品等と同様に輸入

品についても品質の確保が求められる。 

輸入販売業者は、ＧＭＰＩにおいて輸入しようとする医薬品、医療用具等が適正な製造

管理及び品質管理の下で製造されている事を確認するため、輸入先国の工場のＧＭＰ実施

状況を把握するとともに、輸入医薬品の試験検査を行うなどして十分な品質が確保された

医薬品等の輸入に努めなければならないこととしている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    



（説明）  

今回の薬事制度の見直しは、医薬品・医療用具のより迅速な提供と一層の安全確保を図るという観点から、

医療用具の規制体系や生物由来製品に係る規制の在り方、承認許可制度の見直しなどについて、所用の検討

を行うものである。 

現在、新たな規制の枠組みが有効かつ合理的であり、また製薬企業等にとって必要以上の負担とならない

よう、米国の業界を含めた関係者とも十分意見交換を行い、作業を進めているところである。 

なお、現行のＧＭＰＩの要件は、医薬品・医療用具等の品質確保の点から必要な規制であるが、今回の見

直しに当たっては、近年の産業構造の変化や国際化の進展を踏まえ、国際整合性に十分配意した規制の見直

しが必要であると認識しており、ＩＳＯ１３４８５の内容も十分に勘案した上で改正作業を進めていきた

い。 

⑩担当局課室等名 医薬局監視指導・麻薬対策課 

 



                                 【厚生労働省】 

①分   野 流通分野 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項  目  医薬品への販売承認制度の導入（市販後調査業務の責任分担の見直し） 

④意見・要望等

の内容 

 

 

現在、医薬品への販売承認制度の導入が検討されていると聞いているが、制度導入によ

り、市販後調査の責任分担を見直すべきである。 

 また、販売会社が、市販後調査業務の集大成である再審査、再評価申請も出来る様にす

べきである。 

⑤関 係 法 令 薬事法第１４条の４，同法第１４条の５， 

医薬品の市販後調査の基準に関する省令 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

市販後の医薬品の有効性及び安全性の確保を目的に、新医薬品については、承認後一定

期間が経過した後に有効性及び安全性を再確認する再審査制度（薬事法第１４条の４）と、

既承認の医薬品については、必要に応じ現時点の医学・薬学の学問水準から有効性及び安

全性の見直しを行う再評価制度（同法第１４条の５）がある。これらについては承認を取

得している製造業者等がその責務を負うこととなっている。 

また、再審査及び再評価の申請資料となる市販後調査資料の信頼性確保のために、市販

後調査の実施に関する製造業者等に対する遵守事項を定めている（医薬品の市販後調査の

基準に関する省令）。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：         ） 

（説明） 

現在、これまで製造所単位の「製造行為」に着目した現行の承認制度を見直し、いわゆる販売承認制度の

導入を検討している。市販後調査の責任分担等についても、その中で検討中である。 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 医薬局審査管理課 

 



                                 【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項  目 化粧品への販売承認制度の導入 

④意見・要望等

の内容 

化粧品に販売承認制度を導入し 

（１）化粧品製造における全面委託を認めること 

（２）化粧品製品への製造業者の表示義務を見直すこと 

⑤関 係 法 令 （１） 薬事法第２０条の２ 

（２） 薬事法第６１条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

（１）化粧品の委受託製造については、委託者が自ら行うべき行為が規定されており、全

面委託を認めていない。 

（２）薬事法第６１条に基づき、直接の容器又は被包に製造業者又は輸入販売業者の氏名

又は名称及び住所の記載を義務づけている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況 （１）□ 措置済･措置予定   ■ 検討中   □ 措置困難   □ その他 

（実施（予定）時期：       ）    

（２）□ 措置済･措置予定   ■ 検討中   □ 措置困難   □ その他 

 （実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

（１）化粧品製造の委受託については、医薬品等と同様に委受託製造の範囲を見直す方向で検討している。 

（２）製品の直接の容器又は被包に記載すべき事項等についても見直しを検討しているところである。 

 

 

⑩担当局課室等名 医薬局審査管理課、医薬局監視指導･麻薬対策課 

 



                                       【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 リース事業協会、経済団体連合会 

③項  目 医療用具の賃貸業届出について（薬事法における「賃貸業」の定義の周知徹底） 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 薬事法施行規則第４１条において、「賃貸業」の届出を要する医療用具については、「当

該医療用具の貯蔵、陳列その他の管理を賃貸するものが行う場合に限る」とされているが、

これは主として医療用具のレンタルを想定したものと考えられる。したがって、貯蔵、陳

列その他の管理をリース会社が自ら行わない「ファイナンス・リース」には「賃貸業」の

届出が不要なことを周知徹底すること。 

 

⑤関 係 法 令 薬事法第３９条、薬事法施行規則４１条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

薬事法第３９条において、厚生労働大臣の指定する医療用具を業として賃貸しようとす

る者は、あらかじめ、営業所ごとに、その営業所の所在地の都道府県知事に厚生労働省令

で定める事項を届け出なければならないと規定されているが、賃貸業の届出を要する医療

用具に関しては、薬事法施行規則第４１条において、「賃貸業の届出を要する医療用具に

ついては、当該医療用具の貯蔵、陳列その他の管理を賃貸する者が行う場合に限る」とさ

れている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 賃貸業の届出が必要とされている事業者は、薬事法施行規則第４１条に「医療用具の貯蔵、陳列その他の

管理を賃貸する者が行う場合に限る」と規定されているとおりである。 

 具体的には、医療用具製造業者等から、賃貸するために医療用具を購入して、医療機関等へ当該医療用具

を賃貸する事業者であり、当該医療用具の管理や搬入等に自ら関与しない事業者（いわゆるリース取引の場

合）は、賃貸業の届出を必要としていないところである。 

 なお、都道府県において誤認があるようであれば、周知徹底を図りたい。 

 

⑩担当局課室等名 医薬局審査管理課 

 



                                    【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 個人 

③項  目 外国製の医薬品、医療材料の輸入について 

④意見・要望等

の内容 

 医薬品等の購入に関し、国内業者を通じて製品を購入するよう指示があったが、インタ

ーネットを使い外国製の医薬品、医療材料を輸入できるよう規制の撤廃を要望する。 

⑤関 係 法 令 関税法第７０条 

薬事法第２２条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

海外から日本国内に医薬品・医療用具等を輸入する場合には、薬事法の目的（品質、有

効性及び安全性の確保）に照らし、輸入承認及び輸入販売業の許可を取得し、適切な人的

物的要件を確保する必要がある。 

ただし、国内未承認の医薬品等を医師が自己の患者の治療目的で輸入する場合又は、輸

入者個人が自己の治療目的で輸入者の自己責任において海外より輸入することは可能であ

り、このような場合にも、必ず国内業者を通じて製品を購入しなければならない、という

ような指導は行っていない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明） 

 海外から日本国内に医薬品・医療用具等を輸入する場合には、薬事法の目的（品質、有効性及び安全性

の確保）に照らし、輸入承認及び輸入販売業の許可を取得し、適切な人的物的要件を確保する必要がある。

ただし、国内未承認の医薬品等を医師が自己の患者の治療目的で輸入する場合又は、輸入者個人が自己の

治療目的で輸入者の自己責任において海外より輸入することは可能であり、要望の内容は事実誤認であ

る。 

 

 

⑩担当局課室等名 医薬局監視指導・麻薬対策課 

 



                                    【厚生労働省】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 オーストラリア 

③項  目 使い捨てコンタクトレンズの個人輸入範囲の拡大 

④意見・要望等

の内容 

 

 個人使用のために電子メールや他の手段で、オーストラリアの会社より、使い捨てコン

タクトレンズを直接１２ヶ月分輸入できるよう個人輸入に関するガイドラインの規定の修

正を要望する。 

⑤関 係 法 令 薬事法第２２条、第２３条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 海外から日本国内に医薬品・医療用具等を輸入する場合には、薬事法の目的（品質、有

効性及び安全性の確保）に照らし、輸入承認及び輸入販売業の許可を取得し、適切な人的

物的要件を確保する必要がある。 

ただし、個人が自己使用の目的で医薬品・医療用具等を輸入する場合には、税関限りの

確認のみで輸入通関できる数量が規定されており、使い捨てコンタクトの場合はその数量

は２ヶ月分までとなっている。２ヶ月分を越える場合は、医師の証明書を添付した輸入報

告書を厚生労働省に提出し、薬監証明を取得して通関することとなる。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明） 

 個人が自己使用の目的で医薬品・医療用具等を輸入する場合には、保健衛生上の観点から、税関限りの確

認のみで輸入通関できる数量が規定されており、使い捨てコンタクトの場合はその数量は２ヶ月分までとな

っている。 

なお、今回の要望内容は、日本にいる個人が輸入するという形式をとるものの、もともとはオーストラリ

アの会社が日本国内の消費者に医療用具を供給することを意図しているものであり、このような場合、薬事

法の目的（品質、有効性及び安全性の確保）に照らし輸入承認及び輸入販売業の許可を取得し、適切な人的

物的要件を確保する必要がある。 

輸入販売業の許可を取得せずに国内の消費者に医薬品・医療用具等を販売する行為は薬事法の目的である

安全性等の確保を阻害するものであるため措置は困難である。 

 

⑩担当局課室等名 医薬局監視指導・麻薬対策課 

 



                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 流通分野 ②意見･要望提出者 経団連 

③項  目 食品衛生法における許可申請手続の適正化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

（要望） 

①食品衛生指導員による事前店舗立入検査の義務付けの廃止（長野県） 

②食品衛生協会への加入義務付けの廃止（山形県、茨城県、長野県、岡山県、広島県、広

島県福山市、山口県、佐賀県、宮崎県、宮崎県宮崎市等） 

③食品衛生協会における申請書代金の徴収の禁止（千葉県市川保健所、千葉県佐倉保健所） 

⑤関 係 法 令 食品衛生法第２１条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

食品衛生法第２１条に基づき、定められた業種においては、都道府県知事等による許可

が必要となっている。食品衛生指導員による指導及び食品衛生協会への加入は許可の要件

とはしていない。なお、平成１２年４月より同条に係る事務は自治事務となっている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

飲食店営業その他公衆衛生に与える影響が著しい営業の施設基準について、公衆衛生上

の観点から合理的理由が認められないと考えられる規制は改善するように都道府県に周知

徹底を図る。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施時期：平成１０年１０月３０日）    

（説明） 

 本要望は都道府県の自治事務に属することであるが、必要以上の規制があると認められたものについて

は、今後とも各自治体に対して必要に応じて技術的な指導・助言を行ってまいりたい。  

なお、「食品関係営業許可申請時の添付資料について」（平成１０年１０月３０日付け衛食第１０１号厚

生省生活衛生局食品保健課長通知）により、各都道府県等に対して、営業許可申請時に設置場所管理者の承

諾書、新規営業施設事前指導証明書などの不必要な書類は添付させないこと及び許可手数料の徴収の際、食

品衛生協会への加入が強制加入であるような誤解を生じさせないこと等を周知したところである。 

⑩担当局課室等名 医薬局食品保健部監視安全課 

 



                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 流通分野 ②意見･要望提出者 経団連 

③項  目 食品衛生法における営業許可基準（施設基準）の合理化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 食品営業許可基準の合理化について、従前より行き過ぎと思われる規制・運用について

は改善が図られているが、店内に販売用の大型冷蔵庫があり、衛生上問題なく飲食営業に

使用する食品（冷凍おでん、フランクフルト等）を管理することができる場合には、別途

飲食区画内に小型冷蔵庫の設置義務付けを廃止することを要望する。 

⑤関 係 法 令 食品衛生法第２０条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

食品衛生法第２０条に基づき、定められた業種においては、公衆衛生の見地より都道府

県等において業種別に施設について必要な基準を定めている。なお、平成１２年４月より

同条は自治事務となっている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

該当なし 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施時期：平成１０年４月１７日）    

（説明） 

「飲食店等の施設基準について」（平成１０年４月１７日付け衛食第４８号厚生省生活衛生局食品保健課

長通知）により、各都道府県等に対して、各都道府県等における取扱いの標準化を図るため、飲食店等に設

置される冷蔵設備について、衛生確保が可能であれば、設置場所は調理場以外の場所であっても差し支えな

い旨周知したところである。 

 また、本要望については、これまでにも都道府県ブロック会議等において、既存の冷蔵庫を区画し専用の

スペースを設ける対応で差し支えない旨を口頭にて回答していることから、必要に応じてその旨を各自治体

に文書により改めて周知したい。 

 

⑩担当局課室等名 医薬局食品保健部監視安全課 

 



                                【 厚生労働省 】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 日本フランチャイズチェーン協会 

③項  目 店舗の間仕切り取付けの義務付けの全国標準化・早期撤廃 

④意見・要望等

の内容 

 

 外食産業においては厨房と客席に間仕切りの取付けが義務づけられ、外食及びコンビニ

エンスストア等でも厨房扱いをしている部分は間仕切りが義務づけられている。 

 間仕切りは実用性及び衛生面・コスト面及び作業面での障害になっているため、全国的

な標準化を図り、早期に撤廃してほしい。 

⑤関 係 法 令 食品衛生法第２０条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 食品衛生法第２０条により、「都道府県は、・・・・・、条例で、業種別に、公衆衛生

の見地から必要な基準を定めなければならない。」とあるとおり、営業の施設を適切に運

営し、規格基準に適合する食品等を製造または加工するための衛生上講ずべき措置につい

ては、各都道府県の実情にも照らし、国ではなく都道府県知事等が条例により定めている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

 平成１１年度に自治事務とされる以前に、「飲食店及び喫茶店営業の施設基準の取扱い

について」（平成８年３月２９日付け衛食第９１号）により、規制緩和推進計画（平成７

年３月３１日閣議決定）において施設基準の全国的標準化・簡素化を図るため、必ずしも

床面から天井までの全部を区画する必要はなく、カウンター等の構造物によるものも含め、

調理場に客がみだりに立ち入ることを防止する程度に区画すればよい旨通知し、最低限の

基準とするべきことを周知した。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施時期：      ）    

（説明）  

 上記の通り、全国的標準化、早期撤廃は自治事務であることから、困難である。 

 

⑩担当局課室等名 医薬局食品保健部監視安全課 

 



                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 流通分野 ②意見･要望提出者 日本チェーンストアー協会 

③項  目 大型小売店舗における食品営業許可の集約化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 大型店舗において食品営業許可を取得する場合、現状では許可毎に申請費用が必要であ

り、かつ、許可期限満了日についても許可毎に異なることから事務負担が大きくなってい

る。ついては、同一店舗における複数の許可の取扱いを一本化し、各施設毎の構造設備に

関する資料の一本化、許可満了日等の管理の一元化を可能にしてほしい。 

 

 

⑤関 係 法 令 食品衛生法第２１条 

地方自治法第２２７条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

食品衛生法第２１条に基づき、定められた業種においては、都道府県知事等による許可

が必要となっている。また、当該事務は、平成１２年４月より自治事務となっている。 

なお、営業許可申請手数料に関しては、食品衛生法自体には規定が無く、地方自治法第２

２７条及びこれに基づく政令に規定があり、これらの法令に基づき手数料が納められてい

る。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

 

（実施時期：平成６年３月１０日、平成７年９月２７日、平成９年３月３１日） 

    



（説明）  

 「食品衛生法第２１条に基づく営業許可の有効期間・手数料等について」（平成６年３月１０日付け衛食

第３９号食品保健課長通知）により、各都道府県等に対して、同一人が同一施設で複数の営業許可を取得す

る場合においては、申請者の利便等を考慮し、更新申請時期の統一及びその周知を行うよう通知し、「営業

許可の申請書等について」（平成７年９月２７日付け衛食第１７６号、衛乳第１８６号、衛化第１１５号三

課長連名通知）により、同一人が同一店舗内で行う複数の営業許可申請に係る許可申請書及び添付書類の一

本化・簡素化を図るとともに、許可申請書類の全国的標準化・簡素化を図る観点から、許可申請書の標準的

な様式を定めたこと等を通知し、さらに、「食品衛生法に基づく営業許可にかかる手数料の設定、施設基準

等の取扱いについて」（平成９年３月３１日付け衛食第１１１号食品保健課長通知）により、同一人が同一

店舗内で行う複数の営業許可申請を同時に行う場合の許可手数料について、軽減される審査時間等を考慮の

上、手数料額の設定を行う旨通知を行ってきたところである。 

なお、本要望は都道府県等の自治事務に属する事項であるものの、衛生に係る営業許可の本質として、業

種、食品、設備の材質等の違いにより、衛生要件、許可年数が異なる場合もあり、要望にある営業許可の集

約一本化は非常に困難であると考える。 

また、必要以上の規制があると認められたものについては、各自治体に対して必要に応じて技術的な指

導・助言を行ってまいりたい。 

⑩担当局課室等名 医薬局食品保健部監視安全課 

 



                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 流通分野 ②意見･要望提出者 日本チェーンストアー協会 

③項  目 食品営業許可関連の申請書・届出書様式の統一化 

④意見・要望等

の内容 

 

①市町村によりまちまちな申請書・届出書の様式統一化 

②有料許可申請書の無料化 

⑤関 係 法 令 食品衛生法第２１条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

食品衛生法第２１条に基づき、定められた業種においては、都道府県知事等による許可

が必要となっている。食品衛生指導員による指導及び食品衛生協会への加入は許可の要件

とはしていない。なお、平成１２年４月より同条に基づく事務は自治事務となっている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

該当なし 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施時期：平成１０年１０月３０日）    

（説明）  

①については、「営業許可の申請書等について」（平成７年９月２７日付け衛食第１７６号厚生省生活衛

生局食品保健課長通知）により、各都道府県等に対して、許可申請書類の全国的標準化・簡素化を図る観点

から、許可申請書の標準的な様式を定めたこと等を周知したところである。 

②については、「食品関係営業許可申請時の添付資料について」（平成１０年１０月３０日付衛食第１０

１号厚生省生活衛生局食品保健課長通知）により、各都道府県等に対して、営業許可申請時に設置場所管理

者の承諾書、新規営業施設事前指導証明書などの不必要な書類は添付させないこと及び許可手数料の徴収の

際、食品衛生協会への加入が強制加入であるような誤解を生じさせないこと等を周知したところである。 

本要望は都道府県の自治事務に属することであるが、必要以上の規制があると認められたものについて

は、各自治体に対して必要に応じて技術的な指導・助言を行って参りたい。 

 なお、要望の申請書代金の件について、当該都道府県等に実地に照会を行ったところ、そのような事実は

無いことが改めて判明した。 

 

⑩担当局課室等名 医薬局食品保健部監視安全課 

 



                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項  目 食品表示の統一 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

食品の表示について、国の表示基準に大消費圏の自治体が消費者保護基本法に基づき、

独自に品質表示を制定し、各自治体間で異なった表示基準となっており、企業の広域的で

自由な経済活動の阻害となる場合がある。 

国政レベルで定められた法律を根拠とする基準のある事項については条例規制の廃止、

もしくは、国レベルの基準と同等にすべきではないか。 

⑤関 係 法 令  食品衛生法第１１条 規則第５条 ⑥共管 農林水産省 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

公衆衛生の見地から、販売の用に供する食品若しくは添加物については、次の基準に合

う表示を行うこととしている。 

名称、消費期限又は品質保持期限、製造所又は加工所の所在地又は、製造者又は加工者

及び添加物等の記載。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

食品衛生法では、食品による健康危害防止の観点及び多様化する製造過程に対応するため、例えば、平成

７年より製造年月日表示から期限表示に変更している。地方自治体が、加工年月日の表示を義務づけること

は、自治体の消費者保護行政の一環として消費者に食品に関するより豊富な情報を提供するものであり、食

品衛生法の趣旨にも反するものではないと考えている。 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 食品保健部企画課 

 



                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 流通関係 ②意見･要望提出者 米国 

③項  目 栄養補助食品の自由化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

栄養補助食品販売の規制緩和を続け、ハーブを含め適切なラベル表示のできる製品群を

増やすことを求める。 

 

⑤関 係 法 令 栄養改善法、食品衛生法 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

食品の機能表示に係る制度として、食品衛生法施行規則、栄養改善法施行規則の一部改

正等により、個別に評価した上で国が表示許可・承認する「特定保健用食品」と規格基準

を満たすものであれば個別の許可を受けることなく機能表示を行うことができる「栄養機

能食品」の２つの分類からなる保健機能食品制度が創設され、平成１３年４月１日から施

行されている。 

 

 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

 いわゆる栄養補助食品について、パブリックコメント等を通じ、内外の意見も聴きなが

ら、できる限り国際的な制度との整合化を図る。 

 

 

 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明） 

 平成１３年４月以降、特定保健用食品については、薬事・食品衛生審議会において、新たな成分や保健

の用途について、安全性及び効果の審査を行った上で、許可・承認を行っている。 

（平成１３年度の申請件数：１１０件） 

 栄養機能食品については、現在、１２種類のビタミン類及び２種類のミネラル類について基準が設定さ

れているが、新たな栄養成分の追加のための準備を進めており、今後とも、制度の充実に努めていくこと

としている。 

 

 

⑩担当局課室等名 医薬局食品保健部企画課新開発食品保健対策室 

 



                                  【 厚生労働省 】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 日本フランチャイズチェーン協会 

③項  目  調理師就業届出制度の廃止 

④意見・要望等

の内容 

 

 外食企業各社は調理師に対し、各種の研修プログラムを開発、教育訓練、調理技術のレ

ベルアップには充分配慮しているのが現状である。 

 本制度の目的が充分明確なものとはいえず、さらに届け出先の団体が調理師団体に限定

されている例もあり、名簿管理の面で万全の体制にあるのかどうかも不明確である。 

 よって本制度の速やかな廃止を要望する。 

⑤関 係 法 令 調理師法第５条の２ ⑥共管  

⑦制度の概要 

 

 

 

 飲食店等において調理の業務に従事する調理師の資質の向上を目的とする研修事業等の

実施の円滑化を図り、これにより調理師の資質の向上、ひいては国民の食生活の向上を図

るために、調理の業務に従事する者について２年ごとに氏名、住所等の事項を、就業地の

都道府県知事に届け出るものとして、平成５年に創設された。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 該当なし。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 調理師の就業届出数は、平成１２年度で約２９万であり、その内訳は飲食店営業が約１４万と最も多いが、

次いで学校約４万、社会福祉施設病院約３万５千、病院約３万と、その就業の場は外食産業にとどまらず、

多岐にわたっている。これらの人材に係る資質の向上のために、各所で多種多様な研修事業等の機会を提供

することは重要である。 

 また、都道府県知事は、届出の受理に係る事務を適正かつ確実に実施できると認められる法人に対しての

み事務の委託ができるようになっているものであり、名簿管理等を含め事務の執行については万全の体制が

整えられている。したがって、本制度の廃止は困難である。 

⑩担当局課室等名 健康局総務課生活習慣病対策室 

 

 



                               【 厚生労働省 】 

①分   野 流通 ②意見･要望提出者 日本チェーンストア協会 

③項  目 地方自治体による上下水道の指定業者制度の撤廃  

④意見・要望等

の内容 

 

 

水道の引き込み工事は各水道局指定の業者によって行われているが、競争原理が働かな 

いためコスト高になっていることから、工事事業者に技術の向上を促し、施主に安価に工

事を提供できるような競争原理の働く制度に改変していただきたい。 

⑤関 係 法 令 水道法第１６条の２  ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

指定給水装置工事事業者制度は、水道の需要者の給水装置の構造及び材質が、水道法施 

行令に定める基準に適合することを確保するため、水道事業者がその給水区域において給

水装置工事を適正に施行することができると認められる者を指定する制度。 

指定給水装置工事事業者が行う給水装置工事の技術力を確保するための核となる給水装 

置工事主任技術者について、国家資格により全国一律の資格を付与することとし、指定給

水装置工事事業者について、水道事業者による指定要件を水道法で一律に定めている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施時期：平成８年６月２６日）    

（説明） 

平成８年の水道法改正において、従来市町村ごとに指定要件がまちまちであり、工事店の広域的な事業活

動を阻害していた水道指定工事店制度を改め、給水装置工事に必要とされる全国統一的な技術力を確保する

ための指定給水装置工事事業者制度を創設した。指定の要件については、水道の適正かつ合理的な布設及び

管理のために必要と考えられる合理的な内容を定めており、その要件を満たす工事店からの申請があれば、

水道事業者は指定をしなければならないこととなっている。これは指定の要件さえ満たせば、市町村の枠を

越えて指定給水工事事業者としての活動ができることにほかならず、参入規制的な制限が撤廃され、競争原

理の働く制度に移行したところである。 

このように、指定給水装置工事事業者の参入規制が緩和されたことにより、改正法施行後１年半で給水装

置工事事業者の指定件数は大幅に増加したところである（43,795 件（平成 10 年 3 月）から 102,932 件（平

成 11 年 9 月）に増加）。 

⑩担当局課室等名 厚生労働省健康局水道課 

 

 



                                    【厚生労働省】 

①分   野 運輸 ②意見･要望提出者 日本船主協会 

③項  目 マニラ港出港船に対する無線検疫の実施  

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

フィリピンはコレラ汚染地域をもつ国としてＷＨＯにより指定されており、同国を出航

後５日以内に日本に到着する船舶は無線検疫が適用されない。このため検疫区域で検疫を

受けなければならないが、船舶のスケジュール維持に負担になる場合があるので、無線検

疫を適用させる必要がある。 

⑤関 係 法 令 検疫法第１７条第２項等  ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

フィリピンなどのコレラ汚染地域をもつ国を発航し、５日以内に日本の港に入港する船

舶については、無線検疫は適用されない。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

  

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

検疫法第４条等により、日本の港に入港する外国を発航した船舶の長は、船舶を検疫区域に入れ検疫を受

けなければならない。しかしながら、同法第１７条第２項により検疫所長に対し、コレラなど検疫の対象と

なる感染症（検疫感染症）の患者の有無など一定事項を通報した上で、病原体が国内に侵入するおそれがな

いと認められたときは、検疫区域での検疫を受けることなく入港することができる（無線検疫）。一方、無

線検疫手続大綱第２の２の（１）により、検疫感染症の汚染地域をもつ国を発航し、当該感染症の潜伏期間

を考慮した一定期間内（コレラは５日以内）に入港する場合は、無線検疫は適用されない。 

しかしながら、近年、船舶の衛生状態の向上、乗組員の衛生思想の普及により、船舶を介して検疫感染症

が国内にもたらされた例はないこと、又、港湾諸手続のワンストップ化に向けて無線検疫手続き大綱の見直

しを行っていることから、この中で無線検疫の適用範囲の拡大についても検討することとしている。 

⑩担当局課室等名 医薬局食品保健部企画課検疫所業務管理室、健康局結核感染症課 

 



                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 運輸 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目  船員保険の被保険者資格の見直し 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

日本籍船を所有又は裸用船する事ができなくなった事業主が雇用する船員は、原則とし

て船員法に規定する船員ではなくなるため、船員保険の被保険者資格を失うこととなる。

この場合、現在は１年以内に当該事業主が日本船を所有する旨の確約書を提出することに

より資格継続を可能とする特例が講じられているが、このような特例によらず、例えば船

員法上の船員の範囲の見直し、船員保険法の特別加入制度の創設、あるいは、有料の労務

供給事業を船員職業安定法上でも認め、同事業を営む事業主の雇用する船員については、

外国籍船に雇い入れされる場合も含めて船員保険の被保険者資格を付与する等により船員

保険の被保険者資格が継続できるようにするための見直しが必要。 

⑤関 係 法 令  船員保険法第 17 条、第 18 条、第 19 条、

船員法第１条 

⑥共管 国土交通省（船員法） 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

船員保険の被保険者は、船員保険法第 17 条に基づき、船員法第１条に規定する船員と規

定されていることから、船舶所有者が日本船舶を所有しなくなった場合、これらに雇用さ

れていた者が、船員法上の船員ではなくなることに伴い、船員保険の被保険者資格を失う

こととなる。 

 なお、平成８年の運輸省通達により、やむを得ない事由により一時的に日本船を所有で

きなくなった船舶所有者に雇用されている者であって、一定の条件を満たした者について

は、地方運輸局長等の認定により、最長２年半の間、特例的に船員法上の船員として、取

り扱うこととされている。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明） 上記のとおり、国土交通省より通達が出され、対応がなされているところである。 

      

 

⑩担当局課室等名 厚生労働省保険局保険課、国土交通省海事局船員部労政課・労働基準課 

 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 
（社）石油化学工業協会 

（社）経済団体連合会 

③項  目 保安四法の国際整合化及びより一層の合理化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

次の事項を中心として、我が国の保安法の全体像について大局的視点から法改正も視野に入れた検

討を行う整合化委員会を発足させ、石油コンビナート等に係る保安四法のより一層の合理化を進めて

いただきたい。 

① 国際整合性のとれた保安四法の整理を図り、行政事務と事業者責務の合理化を推進する。 

② 申請の合理化を図り、官民のマンパワーの削減を図る。 

③ 一層の自主管理を促進し、許認可制に基づく事前審査型から実行監視型の保安規制に移行する。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法 

消防法 

高圧ガス保安法 

石油コンビナート等災害防止法 

⑥共管 総務省消防庁 

経済産業省資源エネルギー庁 

⑦制度の概要 

 

 

石油コンビナートについては、保安四法が各法の目的を達成するために必要な基準が設

定され、それぞれの検査等が行われている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

【規制改革推進３か年計画のⅢ-１２-(3)-エ-②】 

 ボイラー等の検査について、優良な安全管理体制を確立し、かつ、優良な安全管理実績

を有する事業場を対象とした自己確認等のインセンティブ制度について検討する。 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 ■ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：平成１３年３月 ）    

（説明）  

① 保安四法については、法の目的、対象施設等が異なることから一本化することは困難であるが、規制緩和推進３か年

計画等を踏まえ、保安四法の更なる合理化・整合化を図るため、平成１１年５月から「石油コンビナートに係る保安四

法の合理化・整合化促進に関する実務者検討委員会」において検討し、平成１２年１１月に最終報告を取りまとめたと

ころである。国際整合化に関して、外国規格等の採用について提案があった場合には、安全性を損なわないことを前提

に専門技術的な検討を行い、適切なものについては採用することとしている。 

② 申請書類の共通化等について、上記最終報告を踏まえて、平成１３年３月２７日付け基安発第１２号「保安四法に係

る計画の届出の様式の共通化について」により措置したところである。 

③ また、ボイラー等の検査について、優良な安全管理体制を確立し、かつ、優良な安全管理実績を有する事業場を対象

とした自己確認等のインセンティブ制度について検討しているところである。 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 複数の保安法令による重複規制の排除 

④意見・要望等

の内容 

 

複数の保安法令の適用を受ける圧力タンク等については何れか一つの法令で許可を受け

られるようにして欲しい。本件は「石油コンビナートに係る保安四法の合理化・整合化促

進に関する実務者連絡会」等において検討してほしい。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法施行令第１２条第２号 

高圧ガス保安法 

消防法 

⑥共管 経済産業省資源エネルギー庁 

総務省消防庁 

⑦制度の概要 

 

 

石油コンビナートについては、保安四法が各法の目的を達成するために必要な基準が設

定され、それぞれの検査等が行われている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中      □ 措置困難   ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

   労働安全衛生法に基づく第一種圧力容器については、労働安全衛生法施行令第１２条第２号において高圧

ガス保安法の適用を受けるものを除外しており、１つの圧力容器に対して二重に検査等の規制がかかること

はない。また、消防法については、圧力容器の破裂の安全に関する規制はない。 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 
（社）石油化学工業協会 

（社）経済団体連合会 

③項  目 保安四法の性能規定化の促進 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 労安法のボイラー・一圧についても、規制そのものは性能規定とし、現行の構造規格を

例示基準化し、ASME 新規格等の採用を容易にする。 

⑤関 係 法 令 ボイラー構造規格及び第一種圧力容器構

造規格 

高圧ガス保安法各規則 

消防法の危険物規則 

石災法の施行令及び組織省令（消防資機材

関係） 

⑥共管 経済産業省資源エネルギー庁 

総務省消防庁 

⑦制度の概要 

 

 

 

ボイラー及び圧力容器については、その安全を確保するため労働安全衛生法に基づき構

造規格が定められている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

【規制改革推進３か年計画のⅢ-１２-エ-①-ａ及び別添１-１-(3)-④】 

 仕様規定となっているボイラー及び圧力容器の検査に当たって適用される基準につい

て、性能規定化を完了する。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：     ） 

（説明）  

ボイラー構造規格及び圧力容器構造規格の性能規定化については平成１３年度から具体的措置について

検討を行っているところである。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 ボイラー及び第一種圧力容器などの認定における裁量行政の排除 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 ボイラー及び第一種圧力容器の認定など認定合否の判定については法令、通達に定めた

手順、規定通りに運用して、中央省庁の裁量行政の入る余地を少なくし、透明性のある行

政を図られたい。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第４１条 

ボイラー及び圧力容器安全規則第４０条

及び第７５条 

高圧ガス保安法 

⑥共管 経済産業省資源エネルギー庁 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

ボイラー及び第一種圧力容器については、その安全を確保するため、設置時の落成検査、

定期的な性能検査等の受検を義務付けている。また、労働基準監督署長が認めたボイラー

等については、設備を開放して行う性能検査の周期を２年とする制度を設けており、さら

に、労働基準局長通達（平成１１年１月１１日付け基発第１１号）において、管理が良好

なものについては最大４年まで延長することができる制度を試行的に実施している。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

ボイラー等の４年連続運転認定制度の試行については、安全確保上慎重な運用を実施してきたところであ

る。なお、ボイラー等の４年連続運転制度については、その試行結果を踏まえて平成１４年度から本格的に

実施することとしたところであり、その適正な運用について指示したところである。 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 
（社）石油化学工業協会 

（社）経済団体連合会 

③項  目 各法認定制度の整合化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

① 自己確認等のインセンティブ制度を推進する。 

労働安全衛生法では、現行のボイラー及び第一種圧力容器の運転時検査認定制度につ

いて、高圧ガス保安法の自主検査認定制度と同等の制度とする。 

② 自主検査化に伴う関係手数料の減額 

労働安全衛生法及び消防法に係る認定制度においては、自主検査化を進め、手続きの

見直し及び自主検査に伴う関係手数料の減額を図る。 

③ 連続運転のための整合化 

労働安全衛生法の認定制度の対象を機器単位から装置単位に改め、機器追加時にもプラント単位

の連続運転が可能な高圧ガス保安法の認定制度と同等の制度とする。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第４１条 

ボイラー及び圧力容器安全規則第４０条及び第

７５条 

消防法 

⑥共管 総務省消防庁 

⑦制度の概要 

 

 

 

ボイラー及び第一種圧力容器については、その安全を確保するため、設置時の落成検査、定期的な

性能検査等の受検を義務付けている。また、労働基準監督署長が認めたボイラー等については、設備

を開放して行う性能検査の周期を２年とする制度を設けており、さらに、労働基準局長通達（平成１

１年１月１１日付け基発第１１号）において、管理が良好なものについては最大４年まで延長するこ

とができる制度を試行的に実施している。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

【規制改革推進３か年計画のⅢ-１２-(3)-エ-②】 

ボイラー等の検査について、優良な安全管理体制を確立し、かつ、優良な安全管理実績

を有する事業場を対象とした自己確認等のインセンテイブ制度について検討する。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     ■ 措置困難   □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 ボイラー等の検査について、優良な安全管理体制を確立し、かつ、優良な安全管理実績を有する事業場を

対象とした自己確認等のインセンテイブ制度について検討を行っているところである。また、労働安全衛生

法におけるボイラー等については、一般に個別機器ごとに状態が異なっていることから、連続運転における

安全を確保するためには、機器単位に認定する必要がある。 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 
（社）石油化学工業協会 

（社）経済団体連合会 

③項  目 各法認定制度の合理化及び見直し 

④意見・要望等

の内容 

 

 

労働安全衛生法の運転時検査認定制度における、対象ボイラー等の要件について、１年間の運転実

績及び既認定ボイラー等と同仕様（同種同形式、材料及び性能が同等程度、使用条件が同等程度）の

新設も対象とする。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第４１条 

ボイラー及び圧力容器安全規則第４０条及び第

７５条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

労働基準監督署長が認めたボイラー等については、設備を開放して行う性能検査の周期を２年まで

延長できる制度を実施している。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 ボイラー等の連続運転の認定については、対象とするボイラー等の性能に変化が見られないかどうか、当

該ボイラー等の設置場所における過去の運転実績を見て判断する必要があるため、新たに設置されたボイラ

ー等について、２年連続運転を認定するためには、２年間の運転実績を評価することが必要である。 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 各法認定制度における自主検査の導入 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

消防法、労働安全衛生法に定める認定制度において自主検査を導入し、自主検査を基本

としている高圧ガス保安法の認定制度との整合を図るべきである。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第４１条 

ボイラー及び圧力容器安全規則第４０条

及び第７５条 

消防法 

⑥共管 総務省消防庁 

⑦制度の概要 

 

 

 

事業者は、労働安全衛生法に基づき、ボイラー及び第一種圧力容器について、国又は国

の代行機関が実施する検査を受検することとされている。また、労働基準監督署長が認め

たボイラー等については、設備を開放して行う性能検査の周期を２年とする制度を設けて

おり、さらに管理が良好なものについては最大４年まで延長することができる制度を試行

的に実施している。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

【規制改革推進３か年計画のⅢ-１２-(3)-エ-②】 

ボイラー等の検査について、優良な安全管理体制を確立し、かつ、優良な安全管理実績

を有する事業場を対象とした自己確認等のインセンテｨブ制度について検討する。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 ボイラー等の検査について、優良な安全管理体制を確立し、かつ、優良な安全管理実績を有する事業場を

対象とした自己確認等のインセンテｨブ制度について検討を行っているところである。 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 ボイラー圧力容器の認定の申請要件について 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

ボイラー・一圧容器の４年連続運転の試行申請を行うことが出来る要件を運転実績２年

にしてほしい。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第４１条 

ボイラー及び圧力容器安全規則第４０条

及び第７５条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

ボイラー及び第一種圧力容器については、その安全を確保するため、設置時の落成検査、

定期的な性能検査等の受検を義務付けている。また、労働基準監督署長が認めたボイラー

等については、設備を開放して行う性能検査の周期を２年とする制度を設けており、さら

に、労働基準局長通達（平成１１年１月１１日付け基発第１１号）において、管理が良好

なものについては最大４年まで延長することができる制度を試行的に実施している。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難   □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 ボイラー等の４年連続運転認定制度については、平成１４年３月末までの試行結果を踏まえ、申請要件に

ついて学識経験者等により構成する委員会で検討を行った結果、４年連続運転を認定するためには、４年間

の運転実績を評価することが必要とされたところである。なお、ボイラー等の４年連続運転に係る要件につ

いては、平成１４年３月２９日付け労働基準局長通達により示したところである。 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 ボイラー圧力容器の運転時検査 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

バックアップ機器のように年間を通して殆ど運転しない装置については、運転時検査を

停止したままで行うことを認めてほしい。 

⑤関 係 法 令  ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 労働基準監督署長が認めたボイラー等については、運転した状態で性能検査を受けること

ができることとされている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 バックアップ機器のような予備のボイラー等で、長期間使用していないものについて性能検査を受検する

場合は、運転状態として検査を受ける方法と開放して検査を受ける方法の両方が認められている。 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚 生 労 働 省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項  目 事務所の作業環境測定の簡素化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 事務所における作業環境測定の頻度を、現行の２ヶ月以内毎に１回から１年以内ごとに

１回に簡素化すべきである。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第６５条 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

 

労働安全衛生法で、中央管理方式の空気調和設備を設けている建築物の室で事務所の用

に供されるものについては、２月以内ごとに１回、定期に、気温、湿度等の測定を義務づ

けている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

【規制改革推進３か年計画（改定）Ⅳ12(3)エ⑤】 

 事務所における作業環境測定の実態等を踏まえ、その簡素化を図る。 

 （平成１４年度検討、平成１５年度検討（結論）） 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明） 

事務所における作業環境の実態等を踏まえて今後その在り方について検討していくこととする。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部労働衛生課環境改善室 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 ボイラー等の性能検査の検査周期の延長 

④意見・要望等

の内容 

 

 

労働安全衛生法に定めるボイラー等の性能検査の有効期限については４年の制度化後、

高圧ガス製造設備と整合化を図るものとし、当面は現行の１年をまず２年に延長してほし

い。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第４１条 

ボイラー及び圧力容器安全規則第３７条

及び第７２条 

高圧ガス保安法 

⑥共管 経済産業省資源エネルギー庁 

⑦制度の概要 

 

 

ボイラー及び第一種圧力容器については、１年以内ごとに性能検査を受けなければなら

ない。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

性能検査の結果、約３割のボイラー等について何らかの問題があって指導を行っている状況であり、一律

に性能検査の周期を２年とすることはできない。 

平成１２年３月３１日付け労働基準局長通達「ボイラー等の性能検査の結果に応じた検査証の有効期間の

短縮・延長について」により、性能検査の結果に応じて検査証の有効期間を延長できるボイラー等の範囲に

ついて示し、一部のボイラー等については２年となっているところである。 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 

 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 遠隔制御方式のボイラーに関する日常点検の合理化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

遠隔制御を行っている場合でも、ボイラーの状態を４時間に１回以上点検しているが、

１日１回の点検とする。 

 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第１４条 

ボイラー及び圧力容器安全規則第２５条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

遠隔制御方式のボイラーについては、当該ボイラーの遠隔制御がボイラーの遠隔制御に

ついての基準に適合し、かつ、ボイラー取扱作業主任者が、当該ボイラーの設置場所又は

遠隔監視室において、ボイラー及び圧力容器安全規則第２５条に定められた職務を行うこ

とができる場合は、同条に適合するものとして取り扱うこととしている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

【規制改革推進３か年計画のⅢ-１２-(3)-エ-④及び別添１-２-⑫】 

ボイラーの遠隔制御についての基準について、安全性を損なわない範囲で、対象となる

遠隔制御方式ボイラーの基準､点検の基準等について見直しを図る。 

 

 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

ボイラーの遠隔制御についての基準については、点検の基準等を見直すための検討を行っているところで

あり、平成１４年度に所要の措置を講じる予定である。 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 クレーンの性能検査期間の延長 

④意見・要望等

の内容 

 

 

月次点検、年次点検を官庁検査の延長で確実に行っており、製造コスト削減のため、官

庁検査を現状の２年毎から４年毎に延長するよう要望する。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第４１条 

クレーン等安全規則第４３条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

クレーンについては、２年以内ごとに１回性能検査を受検しなければならないこととさ

れている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

性能検査の結果、約２割のクレーンについて構造部分や機械部分の補修等の措置を講じるよう指導を行っ

ている状況であり、検査期間を延長することとした場合、災害の発生増加につながることが懸念されるため。 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 試験研究機関における高圧ガス設備、第１種圧力容器及びクレーンの自主検査期間の延長 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

試験研究機関のこれらの設備については、定期自主検査の期間延長を要望する。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第４５条 

ボイラー及び圧力容器安全規則第６７条 

クレーン等安全規則第３４条、３５条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

事業者は、第一種圧力容器については１月以内ごとに１回、クレーンについては１月及

び１年以内ごとに１回、定期に自主検査を行わなければならないこととされている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難   ■  その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

使用頻度が少ない特定機械等であっても、腐食、劣化等は進行するため、使用する限りにおいては、定期

的な自主検査が必要である。ただし、第一種圧力容器及びクレーン等について、１月以内ごとに行う定期自

主検査については１月、１年以内ごとに行う定期自主検査については１年を超える期間使用しないものにあ

っては、当該使用しない期間においては定期自主検査を行なわなくて差し支えないこととされている。 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 最高水頭圧 20ｍ以下の小型ボイラー規制の見直し（個別検定方式及び検定代行機関参入条

件の見直し、二重規制の見直し） 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

① 当該品の検定の方法について、個別検定に合理的な抜き取り方法を導入したり、あるいは型式検

定への移行をするなど、多量生産にも適した検定制度に改善すべきである。 

② 新たな検定代行機関が参入しやすい制度にすべきである。 

③ 小型ボイラーの中の電気温水器の水圧検査については、電気用品安全法や水道法でも同様の規制

があり、規制を一本化すべきである。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第４４条及び第４４条の２ 

労働安全衛生法施行令第１４条及び第１４条の

２ 

電気用品安全法 

水道法 

⑥共管  

 

⑦制度の概要 

 

 

 小型ボイラーについては、その製造時の安全性を確保するため、個別検定代行機関により

個別検定を受けることとされている。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

① ボイラーは、個々のボイラーによって溶接部の加工等の仕上がり具合にばらつきがあるため、破裂に対

する安全性を確保するためには全数について水圧試験等の検定を実施する必要があり、抜き取り方式、型

式検定とすることは困難である。 

② 個別検定代行機関については、個別検定の実施の公平性や技術的能力を確保するための指定基準に適合

すれば指定することとしており、参入制限は行っていない。 

③ 電気用品安全法及び水道法においては、水圧試験圧力が低いなど労働安全衛生法で求める小型ボイラー

の破裂に係る安全性を確保するために検定を実施しているとはいえないため、規制の一本化は困難であ

る。 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 

 

②意見･要望提出者 経済団体連合会ほか２団体 

 

③項  目 フォークリフト、スタッカークレーンの検査周期の延長 

④意見・要望等

の内容 

 検査期間を２年に１回程度に延長するよう要望する。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第４５条 

労働安全衛生規則第 151 条の 21 

第 151 条の 22 

クレーン等安全規則第 34 条  

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

  労働安全衛生法においては、一定の危険又は有害な業務に関わる機械等について、定期

に自主検査を行うことが義務付けられている。 

 このうち、特に検査が技術的に難しく、また一度事故が発生すると重篤な災害をもたら

すおそれのある機械等については、必要な研修を受けた労働者又は検査業者が検査を行う

特定自主検査を行うこととされている。 

フォークリフトについては、一ヶ月以内ごとに一回自主検査を行うとともに、一年以内

ごとに一回特定自主検査を行うことが義務付けられている。 

また、スタッカークレーンについては、１ヶ月以内ごとに１回自主検査を行うとともに、

１年以内ごとに１回、定期的に、自主検査を行うことが義務付けられている。  

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

なし 

⑨対応の状況 

 

 

 

□ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

フォークリフトについては、重量物の積み卸し、横移動等の荷役作業が頻繁に繰り返し行われるため、制

動装置及び走行装置等を含めて過酷な使用条件にあること、また、スタッカークレーンについては、構造の

欠陥や材料の不備によりつり荷の落下やその倒壊といった大きな災害を発生させるおそれのある機械であ

ることから、当該機械による労働災害を防止するためには、１年ごとの定期的な検査を行う必要がある。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 
（社）石油化学工業協会 

（社）経済団体連合会 

③項  目 ボイラー及び圧力容器安全規則の解釈の齟齬是正と例示基準 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

解釈例を見直し、整合化をはかり例示基準として早急に整備する。 

 

⑤関 係 法 令 ボイラー及び圧力容器安全規則 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

ボイラー及び圧力容器規規則の運用にあたっては、その運用方法の解釈や疑義について

通達により解釈例規を示している。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

該当なし 

 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 ボイラー及び圧力容器規規則の解釈例規の適正な運用については、会議等の機会を通じてその徹底を図っ

ているところである。 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 設計・補修・検査基準の国際化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

民間規格である ASME（アメリカ機械学会）、API（アメリカ石油学会）欧州統一規格（整

合 EN 規格）も例示基準として認め、選択肢の幅を広げて頂きたい。この場合、高圧ガス保

安協会の高圧ガス保安技術基準検討委員会でも検討は不要として頂きたい。その他業界基

準についても速やかに評価、採用して頂きたい。 

 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第３７条及び第４２条  

消防法 

高圧ガス保安法 

⑥共管 消防庁 

経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 

ボイラー及び圧力容器については、その安全を確保するため労働安全衛生法に基づき構

造規格が定められている。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

【規制改革推進３か年計画のⅢ-１２-エ-①-ａ及び別添１-１-(3)-④】 

 仕様規定となっているボイラー及び圧力容器の検査に当たって適用される基準につい

て、性能規定化を完了する。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定    ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：    ）    

（説明）  

ボイラー構造規格及び圧力容器構造規格の性能規定化については、平成１３年度から具体的措置について

検討を行っているところである。 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 民間検査機関の指定基準の整合化と透明性の確保 

④意見・要望等

の内容 

 

 

民間検査機関の指定基準については保安三法間で整合化、透明性を図られたい。 

 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第５３条の２ 

製造時等検査代行機関等に関する規則第２条等 

⑥共管  

 

 

⑦制度の概要 

 

 

 

労働安全衛生法の検査代行機関については、法人であること、検査員が置かれているこ

と等の指定の条件が定められている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

【規制改革推進３か年計画（改定）Ⅳ12 エ③】  

ボイラーその他の特に危険な作業を必要とする機械等（特定機械等）の検査等に係る検

査代行機関について、ワンストップサービス化の実現に向け、指定条件の見直し作業を行

う。 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施時期：平成１４年３月２９日）    

（説明） 

ワンストップサービス化の実現に資するため、平成１４年労働基準局長通達により、指定条件のうち、検

査事務所の複数都道府県設置に係る要件を廃止したところである（平成１４年３月２９日施行）。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 クレーンの製造許可基準の緩和 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

現在クレーンは法令上３トンを区切りとしているが、これを５トンに緩和するよう要望

する。 

 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第３７条 

労働安全衛生法施行令第１２条 

クレーン等安全規則第３条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

つり上げ荷重が３トン以上のクレーンは、特に危険な作業を必要とする機械として、製

造許可を受けなければならないこととされている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

クレーンは重量物をつり上げることから、構造の欠陥や材料の不備により、つり荷の落下やその崩壊とい

った大きな災害を発生させるおそれがあるので、製造段階から安全性を確認する必要がある。 

構造の欠陥等が原因と考えられるクレーンに係る災害は、製造許可の対象とならない３トン未満のクレー

ンに多く見られ、一般にクレーンに係る災害は、つり上げ荷重が大きいものほど甚大になることから、クレ

ーンの製造許可の対象とならない範囲を拡大した場合、重大な災害が発生するおそれが増加することとな

り、緩和は困難である。 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 

 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項  目  レーザー製品でセンサーに使われているクラス分類の簡素化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

「クラス３Ｂ」の障害防止項目を、緊急停止スイッチ及びインターロックシステムの「ク

ラス３Ａ」へ統一し簡素化する。 

 

 

 

⑤関 係 法 令  ⑥共管  

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

レーザー機器のクラス分類は、日本工業規格（ JISC6802-1991）により、エネルギーレベ

ルに応じて１、２、３A、３B、４の５区分に分けられている。 

厚生労働省では、昭和 61 年１月 27 日付け基発第 39 号通達「レーザー光線による障害の

防止対策について」により「レーザー光線による障害防止対策要綱」を示し、その要綱中

で各区分のレーザー機器について講ずべき措置を定めている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

【規制改革推進３か年計画（改定）Ⅳ12(3)エ⑥】 

 レーザー機器のクラス分類について、日本工業規格（ JIS）の改正に応じその簡素化を図

る。（平成１４年度及び平成１５年度 日本工業規格の改正に応じ検討・措置） 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 レーザー機器のクラス分類については、機器の進歩等に適合するよう日本工業規格（ＪＩＳ）の改正作業

が進みつつあるとところであり、日本工業規格に準拠して措置を規定している現在の「レーザー光線による

障害防止対策要綱」についても、今後、日本工業規格の改正内容に応じて見直しを検討することとなる。 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部労働衛生課 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 クレーンの隙間に関する規制とＪＩＳの整合性確保 

④意見・要望等

の内容 

 

 

ＪＩＳの変更による隙間間隔の調整可能な継目板とするか、クレーンのレール隙間の規

制を撤廃してほしい。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第４５条 

労働安全衛生法施行令第１５条 

クレーン等安全規則第３４条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

天井クレーンの定期自主検査指針（昭和６０年自主検査指針公示第８号）においてクレ

ーンレールの隙間については自主検査の項目とされており、レールの隙間の食い違い及び

隙間の有無を調べ、「著しい食い違い又は隙間がないこと」という判断基準が規定されて

いる。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

該当なし 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 ■ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明） 

レール隙間については、平成１２年１２月に指針の解説においてクレーンの使用条件等によって３ｍｍを

超えるものも許容できることとしてる。 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目  各種申請手数料の納付方法の改善 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 申請手数料は銀行への振り込み方式あるいは口座引き落とし方式を導入していただきた

い。 

 

 

 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第１１２条 

労働安全衛生法関係手数料令第７条 

⑥共管  

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 手数料は、国に納付するものにあっては申請書又は申込書に当該手数料の額に相当する

額の収入印紙をはることにより納めなければならない。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

 該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明） 

 申請手続の電子化について現在検討しているところであり、これに併せて申請手数料の納付方法の在り方

について検討しているところである。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部計画課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 特級ボイラー技士免許試験の受験資格の緩和 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

一級ボイラー技士免許を受けた者は、すでに実務経験を満たしているので、特級ボイラ

ー技士免許取得にあたっては、試験のみとし、実務経験要件は不要とした受験資格要件に

緩和して欲しい。 

 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第７５条 

ボイラー及び圧力容器安全規則第１０１条 

⑥共管  

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

特級ボイラー技士の免許試験においては、一定の取扱いの経験等の実務経験が定められ

ている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

【規制改革推進３か年計画の別添２-(2)-⑥-ｆ】 

特級及び一級ボイラー技士については、受験資格として、実務経験年数が必要であるこ

とから、求められる技能・知識水準を確保しつつ、より資格を取得しやすい受験時期、受

験要件について検討する。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         ■ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：    ）    

（説明） 

特級及び一級ボイラー技士の免許試験の受験資格について、より資格が取得しやすくなるよう、受験時期、

受験要件の改正について検討を行ったところであり、平成１４年度に所要の措置を講じる予定である。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 無線操作式クレーン運転業務就業制限の緩和 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

無線操作式クレーンも、クレーン運転士免許が必要であるが、床上で無線操作を行う場

合は、床上操作式クレーンと同様に技能講習でも運転可能とすべきである。 

床上で操作する場合の無線式クレーンであれば、荷とともに移動するものであり、床上操

作式クレーンとその操作上差はない。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第６１条 

労働安全衛生法施行令第２０条 

クレーン等安全規則第２２条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

クレーンの運転については、クレーン運転士免許が必要とされている。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明） 

無線操作式のクレーンは、運転者がクレーンの運行とは全く関係なく移動することができることから、荷

から離れた場所から操作することが可能であるため、ペンダントロープでクレーンからつり下げられたスイ

ッチを操作して運転するために必ず荷とともに運転者が移動する床上操作式とは、操作者に求められる知

識・技能が異なっている。 

このため、無線操作式クレーンの運転については、一般のクレーンと同等の安全なクレーン作業に関する

知識・技能が必要でる。 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚 生 労 働 省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 経済団体連合会 

③項  目 作業環境測定を行うべき作業場における測定頻度の合理化 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 半月に１回では暑熱、寒冷は変化が少ないため、測定の意味をなさないので、作業環境

測定を１月、４月、７月、１０月の年４回とする。 

 

 

 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第６５条 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

労働安全衛生法に基づき、事業者は一定の暑熱又は寒冷屋内作業場について、半月以内

ごとに１回、気温、湿度等を測定することとされている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

本測定は、日々あるいは短期間に温度、湿度が変化する可能性がある作業場について測定を義務づけてい

るものであり、季節変動を把握するためのものではない。 

暑熱又は寒冷の屋内作業場については、熱中症や凍傷等の発生のおそれが高く、温度等の測定を義務づけ

ている。熱中症や凍傷等は、発症までの期間が１日あるいは数日間と短いケースが多く、また、死亡等の重

篤な災害になる可能性もあることから日常の作業環境を管理する必要がある。 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部労働衛生課環境改善室 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）経済団体連合会 

③項  目 溶接方法に関する各種法令の整合性確保 

④意見・要望等

の内容 

いずれかの法令により認可された溶接の方法は、他の法規制に係る溶接であっても、認

可されたものと見なす。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第３７条 ⑥共管 経済産業省資源エネルギー庁 

経済産業省原子力安全・保安院 

国土交通省海事局 

⑦制度の概要 

 

 

ボイラー及び第一種圧力容器の製造許可を受けるに当たっては、ボイラー及び第一種圧

力容器の製造許可基準（昭和４７年労働省告示第７５号）を満たさなければならず、その

項目に溶接施行法試験の実施が規定されている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難   ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 労働安全衛生法のボイラー及び第一種圧力容器の製造許可における溶接施行法試験については、平成元年

１２月１８日付け基発第６５６号「ボイラー及び第一種圧力容器の製造許可基準の改正について」により、

電気事業法及び高圧ガス保安法等に基づき、主務大臣の認可等を受けている場合は、溶接施行法試験を要し

ないこととしている。 

  

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）日本化学工業協会 

③項  目 労働安全衛生法に基づく計画の届出緩和 

④意見・要望等

の内容 

 

① 労働安全衛生法 88 条に基づく変更届は、工事前 30 日を短縮し同 14 日とされたい。 

② 同規則の 85 条（計画の届出）、88 条（提出すべき機械）に関する資料を簡素化された

い。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第 88 条 

労働安全衛生規則第 85 条、第 88 条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

１．製造業の一部、電気業、ガス業、自動車整備業、機械修理業に属する事業場で、電気

使用設備の定格容量の合計が 300 キロワット以上のものは、当該事業場に係る建設物若し

くは機械等を設置し、若しくは移転し、又はこれらの主要構造部分を変更しようとすると

きは、その計画を当該工事の開始の 30 日前までに、労働基準監督署長に届け出なければな

らない。（第１項） 

２．化学設備等の危険、有害な機械を設置しようとする場合にも、届け出なければならな

い。（第２項） 

３．第１項の届出の添付資料は、①事業場の周囲の状況及び近隣との関係を示す 図面、

②敷地内の建築物及び主要な機械等の配置を示す図面、③建築物の各階の平面図等、内部

の主要な機械等の配置を示す図面等である。 

４．第２項の届出の添付資料は、例えば化学設備の場合、①当該化学設備、②主要な付属

設備、③配管の配置図及び構造図である。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 労働安全衛生法第 88 条に基づく計画届は、対象機械等を安全衛生上問題あるものに限定して、事前に十

分な審査を行う主旨のものであり、届出の内容が法令に違反する事実があると認められるときは、同条第７

項に基づき工事差止め等の命令をすることができることとなっている。 

その審査においては、当該機械等本体のみならず、周辺の設備等との関係、原材料等の取扱い方法等広範

囲の事項についても検討を行うとともに、必要に応じ実地調査を行い、法令違反の有無について検討を行う

必要があり、工事差止め命令等が出された場合、改善が図られなければ設置した機械等は使用できないもの

となり、事業者にとって大きな負担になることが予想されることから、30 日の審査期間を必要とするもので

ある。 

 なお、届出の簡素化については、平成８年度末に実施したところである。 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課建設安全対策室 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）日本化学工業協会 

③項  目 作業主任者の掲示場所の見直し 

④意見・要望等

の内容 

 

 

作業場所や機器設置場所に掲示するように定められている作業主任者等の掲示をプラン

ト設置エリアの外周に纏めて設置できるよう、見なおされたい。 

⑤関 係 法 令 ボイラー及び圧力容器安全規則第２９条 

              第６６条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 事業者は、ボイラー及び第一種圧力容器の取扱作業主任者を選任したときは、当該作業

主任者の氏名及びその者に行わせる事項を作業場の見やすい箇所に掲示する等により関係

労働者に周知させることとされている。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 作業の安全確保のため、作業主任者の職務が確実に履行されるよう、作業主任者の氏名等の掲示について

は、関係者の見やすい箇所とすれば足りることとできるかどうか検討する。 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）日本化学工業協会 

③項  目 第一種圧力容器整備を行う者の資格の緩和 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

一圧容器を整備する作業員はボイラー整備士の資格が必要であるが、整備する内容によ

り資格を分ける。又は容器の強度等に影響のない清掃作業等は資格を不要とする。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第６１条 

ボイラー及び圧力容器安全規則第７０条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 事業者は、第一種圧力容器の整備の業務については、ボイラー整備士でなければこの業

務につかせてはならないこととされている。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

第一種圧力容器の整備の業務においては、整備作業中の災害を防止するとともに、不適切な整備作業によ

って第一種圧力容器に障害を生じさせ安全性が損なわれることがないようにするため、ボイラー整備士がこ

れを行う必要がある。なお、第一種圧力容器の内部からのスケール等の搬出、附属品についての機能に関係

のない部分の清浄等の業務については、整備の補助業務とされ有資格者がこれを行う必要はない。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 （社）日本化学工業協会 

③項  目 ボイラー又は第１種圧力容器の整備に関する就業制限の見直し 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

ボイラー取扱作業主任者、第一種圧力容器取扱作業主任者の整備業務において、現在作

業者全員が資格者でなければならないが、１名の資格者のもとで作業できるよう、就業制

限を見直されたい。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第６１条 

ボイラー及び圧力容器安全規則第３５条

及び第７０条 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 事業者は、一定規模以上のボイラー又は第一種圧力容器の整備の業務については、ボイ

ラー整備士でなければこの業務につかせてはならないこととされている。 

 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難   ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

一定規模以上のボイラー又は第一種圧力容器の整備の業務においては、整備作業中の災害を防止するとと

もに、不適切な整備作業によってボイラー又は第一種圧力容器に障害を生じさせ安全性が損なわれることが

ないようにするため、ボイラー整備士がこれを行う必要がある。なお、ボイラー又は第一種圧力容器の内部

からのスケール等の搬出、附属品についての機能に関係のない部分の清浄等の業務については、整備の補助

業務とされ有資格者がこれを行う必要はない。 

 

 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



【様式】                                 【 厚生労働省 】 

①分   野 危険物・保安関係 ②意見･要望提出者 ＥＵ 

③項  目 機械類の型式認証要件 

④意見・要望等

の内容 

個別試験を必要とする機械類の品目をさらに削減し、型式認証の活用を拡大すること。 

製品毎の承認が必要とされる場合の判断基準、方法及び手続きを明示し（破壊試験に必要性に関す

る再検討を含む）、また、詳細技術特性への適合化でなく、所定の安全及び衛生リスクからの保護を

図る体制に移行すること。 

⑤関 係 法 令 労働安全衛生法第３８条、第４４条及び第４４

条の２ 

労働安全衛生法施行令第１４条及び第１４条の

２ 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

労働安全衛生法においては、特に危険性の高い機械類については、個々の機械類ごとに検査・検定

に合格しなければならないこととされている。 

上記以外の機械類で、危険性が高い機械類については、型式ごとに検定に合格しなけれ

ばならないこととされている。 

また、型式検定の対象となる機械類については、構造規格が定められている。 

⑧計画等におけ

る記載の状況 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難   ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

個々の機械ごとに検査・検定を必要とする現在、個別検定の対象となっている機械は、型式が同一であっても加工等の

ばらつきがあるため個々の機械ごとに安全性を確保する必要がある。従ってこれを型式検定の対象機械に移行する

ことは困難である。 

個別検定対象機械については、構造規格が定められており、安全に関する判断基準等は当該規格に明示されている。 

また、検査検定の対象機械について定められている構造規格については、適用除外の規定が設けられ、同等の安全性

を有するものと認められるものについては、構造規格に適合しているものと認める制度になっており、所定の安全及び衛

生リスクからの保護を図る体制となっている。 

 

⑩担当局課室等名 労働基準局安全衛生部安全課 

 



                                【厚生労働省】 

①分   野 危険物・保安 ②意見･要望提出者 経済団体連合会・石油化学工業会 

③項  目  危険性物質輸送時の２人乗車規制の撤廃 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

 距離による規制を廃止し、ＩＬＯ条約（第１５３号）に準拠した労働大臣の告示「トラ

ック運転者の労働時間等の改善基準告示」に基づく労働時間による規制に一本化すべきで

ある。  

（理由：過労運転による事故防止には、距離による規制より、労働時間による規制の方が

合理的である。ＥＵ及び米国でも、危険性物質輸送時の交代要員確保は、非危険性物質輸

送時と同様にＩＬＯの条約に基づく労働時間によってのみ行われており、距離による規制

はない。） 

 

⑤関 係 法 令 毒物及び劇物取締法、毒物及び劇物取締法

施行規則第１３条の２ 

 

⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

毒物及び劇物について、保健衛生上の見地から、製造、輸入又は販売等する者は、厚生労

働大臣又は都道府県知事等の登録を受けなければならないほか、取り扱い等について、必

要な規制を行っている。 

 毒物又は劇物の中で特に必要があるものについては、輸送時の移動距離が一定以上場合、

交替して運転する者又は助手の同乗が義務付けられている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

該当なし 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

 □ 措置済          ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 事故時等の被害拡大防止のためには、現場で迅速な応急措置と通報連絡が必要であることから、二人乗車

を義務付けているところであり、運転手の疲労による事故防止の観点のみを想定しているものではないが、

安全性を損なわないことを前提に危険物輸送時における運転要員の確保等について検討することとしてい

る。 

⑩担当局課室等名 医薬局審査管理課化学物質安全対策室 

  



                                    【厚生労働省】 

①分   野 その他 ②意見･要望提出者 （社）リース事業協会 

③項   目 官公庁の行う統計調査の見直し等 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

・重複する調査項目は各省庁で調整するなど、統計調査の整理・統合等を直ちに行うこと。 

・実施した統計調査の集計・公表を早期に行うこと。 

・結果について、すべての統計調査について電子的に公表すること。 

⑤関 係 法 令 統計法、統計報告調整法 ⑥共管 なし 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

１ 重複する調査項目については、省内で必要な調整を行った上で総務省に申請し、同省

が審査・調整を行っている。 

２ 統計調査の結果公表については、閣議決定（平成９年２月）により、原則として、月

次調査は６０日以内、年次、周期調査は１年以内に公表することとされている。 

３ ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画では、「各府省は、『行政情報の電子的提供に関する基本的

考え方（指針）』（２００１年３月行政情報化推進各省庁連絡会議）に沿って２００１

年度から２００３年度までを重点取組期間とする『実施方針』を２００１年度早期に策

定する。」こととされている。 

⑧計画等にお

け る 記 載 の

状況 

 

該当なし。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

 □ 措置済          □ 措置するか否かを含めて検討中 

 □ 措置予定         □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

１ 当省が所管する統計調査について、重複する事項については、調査事項の必要性を十分検討するととも

に、データリンケージ等の方法についても検討する等の調整を行った上で総務省の承認を受け、調査を実

施している。 

２ 当省においては、概ね上記閣議決定の公表期間内に公表しており、更にその期間を短縮するよう努めて

いる。 

３ 当省では、２００１年７月に「厚生労働省における行政情報の電子的提供の推進に関する実施方針」を

策定した。本方針では、統計調査について積極的に電子的提供を行うこととされており、これに基づき調

査結果については、原則としてホームページに掲載することとしている。 

⑩担当局課室等名 大臣官房統計情報部企画課 

 


	流通関係
	医薬品の通信販売における品目拡大
	医薬品のカタログ販売に反対する
	一般小売店における医薬品販売の規制緩和
	一般小売店における医薬品販売に反対する
	比較的緩和な大衆薬の医薬部外品としての解禁
	新たな医薬品分類に基づく薬剤師配置義務の在り方の見直し
	医薬品一般販売業における医薬品販売の規制緩和
	医薬品卸売一般販売業の許可取得等に関する規制緩和
	医薬品等に関する広告規制の緩和
	医療機器・医薬品の薬事規制改革
	医薬品への販売承認制度の導入（市販後調査業務の責任分担の見直し）
	化粧品への販売承認制度の導入
	医療用具の賃貸業届出について（薬事法における「賃貸業」の定義の周知徹底）
	外国製の医薬品、医療材料の輸入について
	使い捨てコンタクトレンズの個人輸入範囲の拡大
	食品衛生法における許可申請手続の適正化
	食品衛生法における営業許可基準（施設基準）の合理化
	店舗の間仕切り取付けの義務付けの全国標準化・早期撤廃
	大型小売店舗における食品営業許可の集約化
	食品営業許可関連の申請書・届出書様式の統一化
	食品表示の統一
	栄養補助食品の自由化
	調理師就業届出制度の廃
	地方自治体による上下水道の指定業者制度の撤廃

	運輸関係
	マニラ港出港船に対する無線検疫の実施
	船員保険の被保険者資格の見直し

	危険物・保安関係
	保安四法の国際整合化及びより一層の合理化
	複数の保安法令による重複規制の排除
	保安四法の性能規定化の促進
	ボイラー及び第一種圧力容器などの認定における裁量行政の排除
	各法認定制度の整合化
	各法認定制度の合理化及び見直し
	各法認定制度における自主検査の導入
	ボイラー圧力容器の認定の申請要件について
	ボイラー圧力容器の運転時検査
	事務所の作業環境測定の簡素化
	ボイラー等の性能検査の検査周期の延長
	遠隔制御方式のボイラーに関する日常点検の合理化
	クレーンの性能検査期間の延長
	試験研究機関における高圧ガス設備、第１ 種圧力容器及びクレーンの自主検査期間の延長
	最高水頭圧20ｍ以下の小型ボイラー規制の見直し（個別検定方式及び検定代行機関参入条件の見直し、二重規制の見直し）
	フォークリフト、スタッカークレーンの検査周期の延長
	ボイラー及び圧力容器安全規則の解釈の齟齬是正と例示基準
	設計・補修・検査基準の国際化
	民間検査機関の指定基準の整合化と透明性の確保
	クレーンの製造許可基準の緩和
	レーザー製品でセンサーに使われているクラス分類の簡素化
	クレーンの隙間に関する規制とＪＩＳの整合性確保
	各種申請手数料の納付方法の改善
	特級ボイラー技士免許試験の受験資格の緩和
	無線操作式クレーン運転業務就業制限の緩和
	作業環境測定を行うべき作業場における測定頻度の合理化
	溶接方法に関する各種法令の整合性確保
	労働安全衛生法に基づく計画の届出緩和
	作業主任者の掲示場所の見直し
	第一種圧力容器整備を行う者の資格の緩和
	ボイラー又は第１種圧力容器の整備に関する就業制限の見直し
	機械類の型式認証要件
	危険性物質輸送時の２ 人乗車規制の撤廃

	その他
	官公庁の行う統計調査の見直し等


